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1．はじめに

2019年中の道路交通における事故による

死者数は3,215人で、前年より317人減少し

た。3年連続して戦後最少を更新しており、

単純にみれば道路交通の安全性は向上してい

るとの判断もできる（図1） 1）。

道路交通安全については、内閣府が定めた

交通安全基本計画により目標が定められ、関

係各所でその達成に向け鋭意努力している。

現在は2016年度から2020年度までの5カ年

の第10次計画中で、計画終了時の2020年に

交通事故死者数を2,500人以下とし、同死傷

者数を50万人以下とする目標が定められて

いる。死者数についてはここ3年間では平均

して年に230人ほどの減少であることから目

標の達成は容易ではないが、継続した減少傾

向であることには疑いがない。

ちなみに、我が国の交通事故死者は24時

間以内の死亡で取り扱っているが、世界的に

は30日以内死者（30日死者）での計上が一

般的で、我が国の現状では24時間死者数に

おおよそ1.2を乗じると30日死者数の概数と

なり、24時間死者数の2,500人は約3,000人
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図 1　我が国の交通事故発生状況 1）



 SE 199  June 2020   17

の30日死者数に相当するとみなされている。

昨年の死者数の3,215人は戦後最多数の

16,765人（1970年）と比較すれば非常に少

ないが、なおも平均で毎日約9名が交通事故

により死亡している現状は、交通安全行政に

関わる立場としては、道路交通安全が満足す

るレベルに達していると認めることはできな

い。実際、毎日のように悲惨な交通事故が報

道され、特に多人数が死傷する重大事故や、

子供が犠牲となる事故、高齢運転者に関わる

事故等は衆目を集めるものとなっている。

他方で、国家プロジェクトとなっている自

動運転という技術革新に道路交通安全向上の

期待が寄せられている。しかし、単に技術を

導入するだけでは安全にならない場合が多い

ことも、安全に関心のある方であれば共感い

ただけることと思う。

すなわち、道路交通安全についてプラス要

因が認められるようになっているものの、社

会が求める安全レベルに応えるためには、さ

らなる施策と、そのエビデンスとなる研究や、

技術開発が必要不可欠といえる。

科学警察研究所は、警察の担う事故事件捜

査や交通行政等に資するための調査研究を実

施している国立研究機関である。当初は法科

学分野のみを業務としていたが、昭和30〜

40年代（1955年〜1964年）のいわゆる交

通戦争といわれる危機的な道路交通状況の時

代に交通警察分野が業務に加えられ、以来数

多くの交通管理、交通安全、公害防止及び交

通事故解析に関する研究を実施してきた。

本稿では、科学警察研究所が実施する研究

をキーとして、現在の交通安全の課題につい

て概観する。なお、現時点で警察の関係する

交通行政に重要と考えられる課題を表1に例

示する。当所の研究はこれらの課題の解決に

資することを目的として実施している。

2．歩行者の安全

欧米と比較して我が国では、図2に示すよ

うに歩行者関係の事故が多い特徴があること

表 1　交通行政の最近の課題

・　歩行者対策
　子供の通行が多い生活道路や通学路での安全
　無信号横断歩道での歩行者保護
　横断時の歩行者側の違反

・　高齢運転者対策
　高齢者講習、認知機能検査、臨時適性検査
　免許返納

・　悪質行為と取締
　携帯電話の使用等（ながら運転）
　あおり運転
　飲酒運転
　可搬式装置による速度違反取締

・　その他の課題
　二種免許の見直し
　外国人対策
　自転車対策
　信号機の維持管理
　交通事故被害者対策

・　交通事故捜査の高度化
・　データベース

　交通事故分析の高度化
　交通規制情報等のオープンデータ化

・　ITS と自動運転
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はよく知られている 1）。

歩行者の安全に関して、最近では下記のよ

うな課題が議論され、また対応されている。

① 横断歩行者に対する運転者の安全意識を

高める。

　・ 無信号横断歩道での横断歩行者優先が

遵守されていない。このため、横断歩

行者に道を譲る意識を高める運転者へ

の教育指導、取締り等を実施。

　・ 夜間の横断歩行者の発見遅れが事故要

因として懸念される。このため、走行   

ビーム（いわゆるハイビーム）の使用

を奨励。

② 横断禁止場所での乱横断等の横断歩行者

側の違反も少なくない。このため、横断

歩行者側の安全意識を高める施策を実施。

③ 生活道路、通学路等において、子供等の

歩行者が交通事故の被害者となる。この

ため、道路環境の整備や取締り等により

保護。

これらの課題に関連して、以下の多面的な

研究を実施している。

・ 無信号横断歩道における横断歩行者及び

運転者の行動に関する研究

・ 信号交差点における横断歩行者の特性に

関する研究

・ ガードレールや車止めと車両との衝突現

象に関する研究

無信号横断歩道については、歩行者と運転

者との間のコミュニケーションにより歩行者

が横断開始しやすくなる可能性について検討

した。前述した無信号交差点での歩行者保護

義務の非遵守傾向の課題に加え、信号の新設

や違反取締りの実施が容易でない現状を鑑み

て、運転者の歩行者保護意識を高める行動変

容の促進がより重要と考えた研究である。図

3は結果の一部で 2）、無信号横断歩道に接近

した車両の運転者の譲り合図が、横断歩行者

の横断開始判断に与える影響を実道路で実験

したところ、譲り合図有りの場合は無しの場

合に比較して、横断開始時点での車両の走行

速度が高い傾向となった。運転者の合図によ
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り歩行者が横断しやすくなる可能性があり、

コミュニケーションの重要性が示唆されたも

のである。

また別の研究では、高齢者や身体障害者等

の移動制約者が信号交差点で安全に横断する

ための基礎的な横断行動観察と、先進的な信

号方式の試行による効果について検討した。

超高齢化を迎えた社会に加え、パラリンピッ

クの開催等の障害者等への配慮が強く求めら

れる現状を鑑みた研究である。表2は結果の

一部で 3）、約1万人の横断行動観察により得

られた高齢者と非高齢者の横断速度の平均値

であり、非高齢者と比較して高齢者では

15％ほど横断速度が低いことが示されてい

る。研究では車椅子利用者や視覚障害者等の

多様な属性でも分析しており、将来的に歩行

者属性をリアルタイムに認識して信号制御に

反映するシステムの基礎資料となりえるもの

である。

3．高齢運転者の特性

2019年に東池袋で発生した12人が死傷し

た事故等、高齢運転者による重

大事故が注目されている。当所

では警察庁の交通事故統計デー

タを活用して様々な事故分析を

実施しており、高齢運転者の事

故の特徴についても分析してい

る。高齢運転者の事故要因の一

つとして指摘されているペダル

の踏み違えに関する分析結果の

一例を示す。図4はペダル踏み

違え事故が全事故に占める割合を年齢層別性

別に分析した結果である 4）。割合は40歳前

後が最少で、年齢が若くなるほど、また高齢

になるほど割合が高くなる傾向にある。特に

高齢者においては70歳以上で18〜19歳より

高い割合となり、より高齢ではさらに割合が

高くなることから、ペダル踏み違えが高齢者

に特徴的なエラーであることが示されて

いる。

高齢運転者対策としては、警察庁では

2017年に道路交通法を改正して、臨時認知

機能検査等の認知症対策を進めてきた。図5

は運転者年齢層別の免許人口10万人当たり

の死亡事故件数の年次推移を示すが、高齢運

転者による事故は対策実施等の様々な要因で

減少傾向にあるものの、依然として非高齢者

に比較して事故の危険性が高いことがわ

かる。

現在、更新時に実技試験を導入する対策が

検討されているが、認知症以外の高齢者対策

の視点、特にやみくもに免許返納を強いるの

ではなく、できるだけ運転能力を維持するよ

うな指導教育の必要性も高い。当所では、運

表 2　年齢層別にみた横断速度 3）

非高齢者 高齢者
横断速度 1.36 m/s 1.17 m/s
データ数（高齢率） 3,872 （77.5％） 1,124 （22.5％）
移動制約者の割合 4.5％ 7.7％

高齢者・非高齢者の区分は、解析担当者によるビデオ画像中の外観判断
による

図 3　譲り合図有無による横断開始時の車両速度分布 2）
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転のやめどきの自己判断や工夫による安全な

運転継続の必要性に関して、自己の運転を適

切に評価する能力の重要

性に鑑み、自己評価スキ

ルの向上に関する研究を

実施している 5）。路上で

の走行実験やアンケート

によって様々な結果を得

たが、路上走行時の運転

者の自己評価と、助手席

に同乗した評価者（指導

員）による他者評価との

差を分析した結果、他者

評価より自己評価が高い

運転者ほど自己の運転を

高く評価しすぎる傾向、

楽観的な傾向及び自己評

価を変えにくい傾向等が

示された。併せて適切な

指導により、自己評価ス

キルが向上する可能性も

示され、このような多面

的な高齢運転者の安全指

導の必要性が明らかと

なった。

4． 車両の安全
装備

近年、被害軽減ブレー

キや車線逸脱警報等の運

転支援装置の実用化と装

備が進んでいる。これら

は最近の話題となってい

る自動運転につながる技

術であり、レベルの限定

された自動運転車が今年

度中に市販されるとの報

道もある。事故を根絶す

るための切り札として期待される自動運転車

であるが、その過程には様々な克服すべき課

図 4　運転者年齢層別のペダル踏み違え事故の割合 4）

運転者：2005 〜 2009 年の第 1 当事者合計
第 1 当事者：原則として当事者に過失の差がある場合に過失が最も重い当事者
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題が存在する。これらの一部は社会受容性等

と称されているが、特に科学警察研究所で

は、以下の課題等について重要な研究テーマ

ととらえており、一部研究を開始している。

・従来車両や歩行者等との混在による影響

・自動運転車を考慮した交通管理手法

・ 自動運転車の機能に対する運転者の過

信・誤信

・ 自動運転と運転者との干渉による事故発

生の可能性

一般に自動運転についてはドライビングシ

ミュレータ等を活用した研究が少なくない

が、現実の条件を重要視する当所では実車実

験を基本としており、図6に示すような運転

支援装置搭載車両による走行実験や衝突実験

により検討を深めている 6）。

5．おわりに

近 年、 行 政 で は EBPM（Evidence Based 

Policy Making：証拠に基づく政策立案）が推

進されている。政策目的や効果的な手段につ

いて科学的な証拠に基づいて検討し明確にす

る取組である。産官学いずれの研究にせよ関

連分野の研究は政策に寄与しうるが、当所の

研究は正に EBPM のために実施していると

いえる。道路交通安全は関連分野が多岐にわ

たり、そのすべてを網羅することは容易では

なく、さらに時々刻々変化する社会情勢や技

術革新に対応するため、現在及び近い将来に

想定される課題の優先度を適切に判断し、研

究を実施することが今後さらに重要となる。

なお、本稿に示した研究結果は、様々な実

験条件や観測条件の下での研究の成果の一部

の抜粋であるため、適切に理解いただくため

には必ず原著を参照いただきたい。
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図 6　運転支援装置搭載車両による実験状況 6）

左：走行実験、右：衝突実験


